
 

 

 

（第２号様式）（用紙日本工業規格Ａ３横長型） 

提出日：平成 30 年 4 月 5 日  

提出日：平成 30年４月 10日  

学校名：県立伊勢原高等学校(全日制)  

平成 29年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 視

点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（3月 31日実施） 

(平成 28年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （3月 23日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 

教

育

課

程 

学

習

指

導 

生徒の学習

意欲を向上さ

せる教育課程

を編成し、組

織的に授業改

善に取り組む

ことで主体的

な学習態度を

育む。 

地域の教育力

を活用し、豊

かな人間性や

社会性を培

う。 

授業力向上推進重点

校として、公開研究

授業、成果発表会を

実施する。 

地域教育機関と連携

し生徒の学力を育成

する。 

外国につながりのあ

る生徒への学習支援

を外部専門機関と連

携して行う。 

・アクティブ・ラーニングの視

点に立った授業改善に取組む。

コミュニケーション能力や思考

力の育成を図る授業を研究し、

公開研究授業等で実践する。生

徒への事後アンケートや県教委

等、外部関係機関からの指導助

言をもとに検証改善を加える。 

・家庭総合の授業を通じて、地

域の食文化理解とコミュニケー

ション能力の育成を図る。 

・学力スタンダードを活用し計

画的学習を実施し、振り返りを

行う。 

・定期試験等において基準点に

到達できなかった者に対する

「再学習指導」を完全実施す

る。 

・多文化共生教育ネットワーク

かながわ(ME-net)等の外部専門

機関と連携し在県外国人等特別

募集での入学生徒に対して学習

支援を行う。個別対応授業や

Ｔ・Ｔ形式授業によりきめ細か

な指導を行い、在籍クラスでの

通常授業へ戻るための支援を行

う。 

・生徒による授業評

価等から生徒の満足

度、達成度が高まっ

たか。 

・地区研究協議会を

中心に、学校間協議

を行い、研究推進を

図ることができた

か。 

・再学習指導によっ

て定期試験等におい

て基準点を達成する

生徒の数が増えた

か。 

・外部専門機関との

連携や個別対応授

業、Ｔ・Ｔ形式授業

等の学習支援での効

果として、外国につ

ながる生徒が、本校

の学校生活、学習習

慣等に慣れ、通常授

業に戻ることができ

たか。 

・授業力向上をテーマに 6

月、11 月に公開研究授業を

実施し、生徒アンケート、

外部関係者の指導助言をも

とに改善を図ることがで

き。 

・学力スタンダード(年間指

導計画)の活用は定着してき

たが、主体的に活用できて

いない生徒もいる。 

・「再学習指導」を定期試

験ごとに完全実施すること

ができた。 

・在県生徒への学習支援を

外部機関との連携や個別対

応授業を通して効果的に行

うことができた。 

・「授業力向上推

進校」として公開

研究授業の取組

み、活動発表会の

準備や進め方、地

区の学校への還元

方法を今後は考え

ていく。 

・学力スタンダー

ドの活用方法、取

組へ教員間の差を

なくすよう集計デ

ータの活用方法等

について、今後は

検討する。 

・学力スタンダー

ド(年間指導計画)

を生徒が主体的に

活用でるように活

用方法を生徒へ周

知する。 

・再学指導が生徒

の学力向上につな

がるようにやり方

や実施期間を工夫

する。 

・在県生徒の日本

語能力向上のため

に補習等を充実さ

せる必要がある。 

(学校評議員) 

・生徒の変化が目

に見えて明らかで

ある。さらにステ

ップアップを目指

していく必要があ

る。 

・学力スタンダー

ドの活用方法と効

果についてよりわ

かりやすくする。 

・アクティブ・ラ

ーニングの研究を

より進めてほし

い。 

・「授業力向上推進

校」の地区担当校とし

て、研究成果発表会等

を実施した。 

・授業力向上の具体的

な目標を明確にし、研

究授業等に落とし込む

必要がある。    

・学力スタンダードの

具体的な活用方法、集

計データの分析を活か

すことを継続課題とし

た。         

・再学習指導を定期試

験ごとに換算実施し

た。 

・在県生徒への支援体

制は整ってきた。日本

語能力向上の支援体制

が課題である。 

・定期試験で、基準

点（30 点を設定）に

到達できなかった者

に「再学習指導」を

実施した。今年度の

振り返りを行い、放

課後の「進学講習」

と合わせて、生徒の

進路実現のための、

学力向上に取り組

む。 

 

生

徒

指

導

・

支

援 

社会性・公

共心のある生

徒の育成をめ

ざし、生徒一

人ひとりに応

じた相談体制

を充実させ、

安心して学べ

る学校づくり

を推進する。 

規範意識の醸成を図

り、落ち着いた学習

環境を整備する。 

一人ひとりに応じた

相談体制を充実させ

る。 

・頭髪服装指導（スカート丈指

導等）を徹底し規律ある学習環

境を維持する。 

・SC や SSW を有効活用し、ケー

ス会議等の相談体制を充実し、

きめ細かな支援体制とする。 

・再登校指導を前年

度比減とできたか。

前年度より２０件減

を目標とし、３年か

けて指導数を０とす

る。 

・組織的な相談体制

や情報共有システム

を確立できたか。 

・システムを活用し

ケース会議等を実施

できたか。 

・再登校指導 H28(56件)→

H29(22件)44件減、身だしな

み指導の定着により、再登校

に至る前に指導ができた。 

・コーディネーターを中心に

SCや SSW、養護教諭の情報共

有システムを確立することが

できた。 

・情報共有システムであげら

れた生徒へのケース会議を実

施することができた。 

・前年比 20 件減を

達成することはも

ちろんだが、数字

が先行し、指導が

緩くならないよう

にする。 

・情報共有システ

ムにあがってこな

い生徒をいかに上

げていけるかが課

題である。 

・ケース会議の日

程や時間の設定が

困難であった。 

（学校評議員） 

・非常に落ち着い

て授業に取り組む

様子が見られる。 

・通学途中の生徒

があいさつをして

くる。学校全体の

取組として評価で

きる。 

・再登校指導 20件減を達

成できた。教員間の指導

のブレをいかに抑えてい

くかが課題である。 

・コーディネーター・

SC・SSW・養護教諭の情報

共有システムは確立でき

た。より緊密な連携方法

を模索し、ケース会議等

を通して生徒のより良い

支援につなげることが課

題である。 

・全校集会等、生徒が

一同に集まる場面で、

複数の目による指導基

準の平準化をはかる。

教員間の指導のブレを

抑えるため、担当クラ

スを入れ替える等指導

方法の変更をする。 

・情報共有システムの

円滑な運用とケース会

議の定期開催を進めて

いきたい。 



                                     

 

 

 視

点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（3月 31日実施） 

(平成 28年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （3月 23日実施） 成果と課題 改善方策等 

３ 

進

路

指

導

・

支

援 

入学から卒

業までのキャ

リア教育を体

系的に策定

し、生徒が社

会と主体的に

係わり、自ら

の将来を自主

的・主体的に

考える姿勢を

育む。 

上級学校への進学を

中心に、進路実現に

向けた手立てを行

う。学校行事、部活

動、ボランティア活

動等における生徒の

主体的な活動を推進

する。 

・校外模試等を実施し、外部専

門機関からの最新の情報を活用

した進路指導を行う。 

・放課後講習を実施し、生徒の

学習意欲と実力養成を図る。 

・インターンシップや上級学校

訪問等により、主体的に進路選

択する姿勢を育む。 

・生徒主体の学校行事となるよ

る支援を行う。 

・部活動の有用性をアピール

し、退部者減少に努める。 

・清掃活動、学校行事の準備、

地域ボランティア活動への参加

等、学校内外の様々な場面で準

備や運営に参加するように指導

する。 

・外部専門機関と連

携した進路指導、情

報提供が行えたか。 

・校外模試や講習の

参加者は増えたか。 

・70％以上の生徒が

インターンシップ、

上級学校訪問等に参

加したか。 

・生徒による企画運

営の行事が行えた

か。 

・部活動の退部者が

減少したか。 

・ボランティア活動

等に積極的に参加す

る生徒が増えたか。 

・外部専門機関等と連携し

分野別進路説明会、小論文

添削指導等を実施した。 

・実力養成の特別講習を実

施し、夏季休業中には、英

語、国語、数学の３教科実

施で、１年生約 50 人２年生

約 20 名の参加があった。 

・大学短大への進学実績は

119 名（平成 29 年 12 月）

あり、前年度比クラス減

（40 名減）にもかかわらず

同程度の実績を残せた。 

・部活動加入率が前年比約

5 ポイント減少した。１年

生は全員加入であるが年度

末までに約 70 名の退部者が

あった。ボランティア活動

には延べ 100 名程度の生徒

の参加があった。 

・引き続き外部機

関の協力を得て、

進路を考える機会

を設けたい。より

進学に重点を置

き、招聘する大学

を選定したい。 

・特別講習の参加

人数の増加を図

り、生徒の意識が

高まる工夫を考え

たい。 

・インターンシッ

プを通じて職業観

育成につなげた

い。 

・引き続き、生徒

主体の学校行事運

営の充実を目指し

たい。 

（学校評議員） 

・インターンシッ

プや上級学校訪問

は、進路選択や職

業観育成に効果的

である。 

・文化祭、体育祭

をはじめ、学校行

事盛り上がりを感

じとれる。生徒の

意識や意欲を見て

とれる。地域連携

にも効果的であ

る。 

・一部の実力ある

部活動ばかりでな

く、部活動全体と

して活性化を期待

する。 

 

・上級学校を志望する

生徒が増加している。

進路希望にあった進路

説明会等を計画する。 

・実力養成の特別講習

をさらに充実させる。 

・各行事は生徒実行委

員会を中心に企画・運

営を行っている。引き

続き、生徒の主体的活

動を支援していく。 

・部活動の加入率は７

０パーセント前後を保

っており、１年生全員

加入の目的はほぼ達成

できている。退部者に

ついては減少させる対

策が必要である。 

・地域に対して貢献す

る意識を植え付けた

い。 

・進路説明会へ招聘

する大学等を見直し

一つ上を目指し意識

付けにつなげる。 

・長期休業中等を活

用して特別講習への

参加率を上げる。 

・生会各行事は引き

続き、生徒主体の行

事となるよう支援し

ていく。 

・部活動の有用性を

アピールする。退部

者にはほかの部活動

に加入するよう勧め

る。 

・清掃活動、学校行

事の準備、地域ボラ

ンティア活動への参

加 等 、 学 校 内 外 の

様々な場面で主体的

に関わるように指導

する。 

４ 

地

域

等

と

の

協

働 

地域との協

働を推進し、

地域に信頼さ

れる学校づく

りを進める。 

地域の教育力を活用

した公開講座、ボラ

ンティア活動等を実

施する。 

伊勢原市内の小中学

校と連携し、開かれ

た学校づくりを進め

る。 

・ボランティア活動への積極的

な参加を促す。また、地域の

方々と大山豆腐づくり講座を行

う。 

・学校説明会やオープンスクー

ル、またＨＰの内容等の充実を

図ることにより学校の情報を広

く地域に提供し、開かれた学校

づくりに取り組む。 

・伊勢原市内の小中学校との連

携を図る。 

・地域の方々と協働

連携した事業展開が

できたか。 

・ＨＰなどによる学

校の情報提供によ

り、中学生や保護

者、地域の方々の本

校に対する理解が深

まったか。 

・伊勢原市内の小中

学校との連携ができ

たか。 

・大山豆腐づくりなど地域

と連携した活動をとること

ができた。 

・近隣中学校の生徒の高校

訪問受け入れや、中学校で

の学校説明会など連携を深

めた。 

・公開講座等おい

て、地域の参加を

さらに増やすよう

に広報する。 

・中学校への訪問

で、本校の特色

(再学習指導・演

習授業)を伝え、

中学生の興味関心

を引き出すように

工夫を行う。 

（学校評議員） 

・部活動を中心

に、地域に大きく

貢献している。高

校生の参加は、地

域の活性化につな

がっている。 

 

 

・学校説明会には多く

の中学生や保護者が来

校し、本校の特色など

提供するとこができ

た。 

・地域や中学校との活

動を通して、生徒の自

主性・協調性を高める

取り組みを充実させ

る。 

・ホームページのさ

らなる充実と、学校

説明会の時期や内容

を工夫など、中学生

や地域の多くの方々

に情報を発信し、本

校に対する理解をよ

り深められるように

する。 

５ 

学

校

管

理 

学

校

運

営 

いのちを守る

防災教育を推進

する。 

様々な解決す

べ き 課 題 に 対

し、組織的に取

り組み、事故防

止を図る。 

自他の命を守

る防災教育を推

進する。 

・防災マニュアルの内

容を教職員及び生徒が

実践できるよう周知

し、災害時に自他の命

を守る能力を養う。 

・災害時の生徒の避難

経路や保護者への引渡

し方法を再検討する。 

・地域と連携した防災

訓練等を実施し、円滑

な避難所運営に資す

る。 

・複数チェックや報

告・連絡・相談の徹底

など事故防止システム

の徹底を図る。 

・防災マニュアル（抜粋やフロー

図等）の廊下、教室等への掲示に

よる周知 

・昼食時の放送等を活用した災害

時行動マニュアルの啓発等、新し

い手法での意識啓発や周知方法の

実施 

・朝の打合せ、会議等様々な機会

を捉えて職員防災意識の啓発を図

る。 

・「例年通り」を打破した防災訓

練の実施 

・「事故防止の一言」の有効活用

策の検討 

・新たな防災意識啓発

の取組みを複数実施し

たか。 

・防災委員を活用した

新たな取組みを実施し

たか。 

・災害時の生徒の帰宅

や保護者への引渡しに

ついて再検討しマニュ

アルを改善できたか。 

・防災訓練において昨

年以上の地域の方の参

加があったか。 

・「事故防止の一言」

の方法を、より効果の

高い方法に改善できた

か。 

・体験活動を取り入れたり地

域消防署と連携したりした防

災訓練を実施し、生徒の防災

意識の高揚を図ることができ

たが、地域の方の参加は少な

かった。 

・大地震発生時の保護者によ

る生徒の引取り方法を整理し

国や県の指針に合わせること

ができた。 

・上記に加え防災倉庫の整理

など防災体制の整備に注力し

たが、掲示や放送を活用した

生徒へのアプローチは取組み

が不足していた。 

・毎朝の「事故防止の一言」

が功を奏し、職員の事故防止

意識の向上が図れた。 

・学校の防災体制

は向上したが、生

徒の防災意識向上

に向けた取組みが

不足していると考

えられる。来年度

は生徒防災委員会

の活用方法等を検

討し、生徒へのア

プローチを強化す

る必要がある。 

（学校評議員） 

・防災は、行政機

関でも重点課題と

している。学校、

行政、地域の連携

を引き続きお願い

する。 

・学校の防災訓練

に地域が参加する

ことは、防災拠点

の役割として期待

したい。 

 

・防災倉庫の点検、整理

や大地震時の保護者によ

る生徒引取り方法の検討

など学校の防災体制を整

備することができた。 

・生徒の防災意識向上を

図る取組みは、年に２回

の体験型防災訓練にとど

まり、日常的な意識の向

上につながる活動を検討

したい。 

・生徒防災委員会の年

間活動予定を作成し、

活動目標や活動内容を

認識させ、実践に活か

したい。 

・防災訓練、ＤＩＧ研

修等、防災教育の場面

で、防災委員の活躍の

場を積極的に提供し、

防災委員であることの

認識を高め活動を活性

化していく。 

 


